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働き方改革の推進および新型コロナウイルス感染症の拡大を背景に，テレワークは急速に進展し，通勤

行動が大きく変化している．しかしながら，この通勤行動をはじめとする都市鉄道需要の変化については，

今後の鉄道サービスやまちづくり等に関係する重要な変化であるものの，実行動に基づく定量的な分析が

少なく，実態が明らかにされていない．本研究では，自動改札データを用いて，延べ利用回数だけではな

く利用者数と利用頻度の変化にも焦点を当て，通勤行動の変化を明らかにすることを目的とする．分析結

果より，利用者数と利用頻度の変化には勤務地別の差があることを，また，2020年10月時点で分析対象エ

リア内において，ほぼ毎日定期券を利用している約15万人のうち約4万人が，コロナの影響により頻度を

変更していることを明らかにした． 
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1. はじめに 

 

近年，少子高齢化や働き方のニーズの多様化を背景と

して，働き方改革が政府により推進されている．この働

き方改革とは「一億総活躍社会」の実現に向けた取り組

みであり，これによる働き手の増加および労働生産性の

向上が強く望まれている．働き方は，主として，働く時

間を変える制度（フレックス制度等），働く場所を変え

る制度（テレワーク制度等），休み方を変える制度（短

時間休暇，短時間勤務制度等）によって変化するとされ

ている．これらの中でも，情報通信技術（Information and 

Communication Technology : ICT）の高度化やデジタルトラ

ンスフォーメーション（Digital Transformation : DX）の進

展により，労働生産性を高めつつ柔軟な働き方がしやす

い環境としてテレワークへの期待度は高い．なお，テレ

ワークとは，自宅を就業場所とする在宅勤務型，施設に

依存せずいつでもどこでも仕事が可能なモバイルワーク，

サテライトオフィス，テレワークセンター，スポットオ

フィス等を就業場所とする施設利用型に総務省により類

型化されており 1)，これらを総称した呼称として以下用

いる．  

また，2020年初頭より世界的な大流行を見せている新

型コロナウイルス感染症（以下，コロナ）により，日本

でも人との接触を極力避けることが求められる社会とな

り，テレワークの進展に拍車をかけた．このパンデミッ

クに際して，2020年3月13日に特別措置法が改正され，

新型コロナウイルス対策の措置として，緊急事態宣言が

発令され，外出の自粛および飲食店の営業時間の繰り上

げ等の感染防止に必要な協力が，これまで要請されてい

る．この感染防止を契機とした対策により，テレワーク

が浸透しない一因とされた通信ネットワーク，モバイル

PC，労務管理等の環境の整備が急速に進み，多くの企

業，個人がテレワークを経験をするに至った．具体的に

は，通勤時間および移動時間の削減，育児および介護の

時間の創出，事業継続計画（Business Continuity Plan : BCP）

の強化等のメリットと，仕事と私生活の切り替えが困難，
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仕事上のコミュニケーション量が減る等のデメリットを，

企業と個人が実際に経験をした．したがって，このよう

な負の側面も有することから，全業務がテレワークに移

行をすることは難しいが，その有益性から一定割合は継

続意向が存在すると考えられる．このように，テレワー

クは政府による推進および企業と個人における継続意向

から，コロナの終息に伴い終了する一時的なものではな

く，今後も広がっていくと考えられる． 

しかしながら，この社会変化において，携帯電話の位

置測位システム（Global Positioning System : GPS）を用いた

分析等により，時間帯別の人口の増減は明らかにされて

きているが，テレワーク実施者の人数については定量的

に明らかにされていない．そのため，交通のみならず商

業，住宅，まちづくり等を一体となって行う戦略におい

ては，交通行動データに基づいた戦略策定が十分にでき

ていない．なお，本研究では，ここでいう戦略を「都市

鉄道戦略」と定義する． 

本研究の目的は，テレワーク進展社会における都市鉄

道戦略策定に向けて，自動改札データと定期券情報を用

いて，交通行動の中でも，主に通勤を目的とした鉄道利

用行動（以下，通勤行動）の実態を明らかにすることで

ある．具体的には，1) 従来から知られている輸送旅客数

の変化に加えて，通勤行動（利用者数，利用頻度）に変

化があることを明らかにすること，2) それらの変化の空

間的な差異を明らかにすること，3) 同一鉄道利用者の行

動に着目し，利用頻度，利用エリア等の差異を明らかに

することの3つを目的とする．これらを明らかにするこ

とにより，都市鉄道戦略策定に寄与すると考えられる． 

 

 

2. 既往研究のレビューと本研究の位置付け 

 

近年，携帯電話の普及により，数多くの人流分析が行

われている．大手携帯電話会社はGPSおよび基地局情報

を用いた集計により，各時間別，場所別の人口増減を公

開している2)．これらを用いることにより，携帯電話か

ら得られるサンプル数の違いによる欠損トリップの補償

可能性3, 4)，コロナによる外出の自粛率5 - 9)，接触率の地域

差10)が，それぞれ明らかにされている． 

また，コロナの流行に伴い多くのアンケート調査が実

施されている．テレワーク環境の整備については，小豆

川11)がコロナ期間における整備状況の推移を示している．

さらに，大久保ら12)は，個人に対するアンケート調査を

継続して行い，緊急事態宣言が発令されていた2020年4

月～5月では，テレワーク実施率が全国平均25%，東京

圏38%であることを示した．厚生労働省13)のアンケート

調査では，同期間において全国平均27%，東京都52%と

示されている．なお，テレワーク継続希望に関しても各

種アンケート調査より高い値が報告されている14 - 16)． 

一方，働き方の変化に関しては，日比野ら17)が余暇活

動や居住地選択に影響することを，風神18)が労働生産性

および幸福度に影響をすることをそれぞれ明らかにして

いる．さらに，河合，福田19)はサテライトオフィスの立

地が生活行動に影響をすることを明らかにしている． 

しかしながら，携帯電話の位置情報を用いた集計では，

コロナの感染抑制のために，その量の変化の把握を目的

としたものであり，人流分析の一端を明らかにしている

ものの，個人の行動に着目をして，テレワークの進展を

踏まえた通勤行動の把握を目的とした研究は少ない20)．

さらに，データ使用の制約により誤差が生じていること

にも課題が残る．その一方で，アンケートを基にしたテ

レワーク実施率調査は，アンケートの取り方により差が

大きく，戦略策定のための実態把握という点においては

不十分である．以上を踏まえて，自動改札データを用い

て，テレワークの広がりの実態を定量的に明らかにする

実証研究と本研究を位置付ける． 

 

 

3. 分析方法と分析データ 

 

（1） 分析方法 

本研究は，以下の 3つの分析から構成される．1つ目

は，延べ利用回数，利用者数，利用頻度の時系列変化に

関する分析であり，第 4章に示す．2つ目は，東京 23区

を対象とした勤務地別（区別）の変化に関する分析であ

り，第5章（1）に示す．3つ目は，さらに詳細な特徴を

明らかにするための勤務地別（エリア別）の変化に関す

る分析であり，第 5章（2）に示す． 

分析方法は，まず，平日午前中・月別の自動改札デー

タを用い，「延べ利用回数（人・回／月）」を取得する．

次に，同一鉄道利用者を特定することにより，「延べ利

用回数（人・回／月）」を「利用者数（人／月）」およ

び「利用頻度（回／月）」に分解する．なお，「利用頻

度（回／月）」は，月別の平日の日数の影響を受けるた

め，「利用頻度（回／週）」に換算を行い，月別の比較

が可能になるように処理をする．さらに，定期券情報を

加えることにより勤務地の決定をする．これは鉄道会社

単独のデータであるために，行き先を定期券情報から補

填するためである．定期券情報は，発地と着地の区別が

ないために，改札通過（乗車）した駅を居住地とし，他

方を勤務地とする．なお，定期券の発着地以外で改札を

通過した場合は勤務地が定まらないため，分析対象外と

する．さらに，第 5 章（2）においては，定期利用から

定期外利用への移行の影響を排除して通勤行動の変化を

見るために，集計初月の定期券情報の勤務地に行き続け

ているという仮定をおいて分析を行っている． 
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（2） 分析データ 

本研究の分析データは，東急電鉄（株）の自動改札デ

ータおよび定期券情報である．東急電鉄は東京・神奈川

にネットワークを持つ年間輸送人員約11億人（2020年3

月末時点 21））の首都圏を代表する民間鉄道会社である．

なお，第 4 章および第 5 章（1）においては，分析対象

を，東急線内を出発し東京 23 区を勤務地とする利用者

とする．これは，同時間帯の定期旅客のうち 50%に相当

する．対象期間は，2019年 10月～2020年 10月である．

第 5 章（2）においては，分析対象を，同社線内を出発

し，東京・丸の内，永田町・赤坂，霞が関，六本木，渋

谷・原宿，新宿，品川，上野，目黒・五反田，豊洲の

10 エリアを勤務地とする利用者とする．この分析対象

の利用者数は，同時間帯の定期利用者のうちの約 20%で

ある．分析期間は，「コロナ期間前：2018年10月～2019

年 10月」および「コロナ期間中：2019年 10月～2020年

10月」が対象である． 

 

 

4. 延べ利用回数，利用者数，利用頻度の変化の

違い 

 

図-1に，コロナ期間中において，東急線内を出発し，

東京 23 区を勤務地とする者の，平日午前中の「延べ利

用回数（人・回／月）」，「利用者数（人／月）」，

「利用頻度（回／週）」の時間推移を示す．それぞれ

2019 年 10 月の値を基準として１年間の増減を示してい

る．「延べ利用回数（人・回／月）」は緊急事態宣言下

（4～5 月）に最も減少をし，その後上昇に転じたが，

元の水準には戻っていない．また，「延べ利用回数

（人・回／月）」は「利用者数（人／月）」と「利用頻

度（回／月）」に分けることができ，「利用頻度（回／

月）」は月の平日数を考慮することにより，「利用頻度

（回／週）」に換算をすることができる．すなわち，こ

のように個人の行動に着目をすることにより，「延べ利

用回数（人・回／月）」の増減要因を正確に把握をする

ことができるようになり，「利用頻度（回／週）」が一

様に減少したのか，「利用者数（人／月）」が変動した

のかを正確に捉えることができる．図-1より，「利用者

数（人／月）」および「利用頻度（回／週）」は「延べ

利用回数（人・回／月）」の時間推移とは差異がある．

2020年 3月～4月においては「利用者数（人／月）」よ

りも「利用頻度（回／週）」が減少している．また，同

年 4月～5月の値を比較すると，「利用者数（人／月）」

の最小値は 5月であるのに対し，「利用頻度（回／週）」

の最小値は 4月であり，変化の時期が異なることも見て

取れる．このように，「利用者数（人／月）」および

「利用頻度（回／週）」に分解をして，その動きを捉え

ることが実態把握においては重要である． 

次に，図-2に「利用頻度（回／週）」の内訳を示す．

緊急事態宣言時では平均値が大きく減少しているが，一

部の利用頻度階級の者が完全に鉄道を利用しなくなった

のではなく，週 4回以上利用していた者の割合が減って，

利用頻度が少ない者が増えたことが見て取れる．緊急事

態宣言解除後には、この構成割合は発令前の構成に一定

数戻るが，2019年 10月と比較すると，週 4回以上の頻

度で利用している者は，10～20ポイント減少をしており，

利用頻度の内訳に変動が起きていることが見て取れる．

なお，本分析においては定期券利用者の通勤行動を集計

したものであり，定期券を解約し，定期外利用者として

鉄道を利用しているものは含まれていない．そのため，

定期券解約の影響を排除して通勤行動の変化をより正確

に把握するために，分析初月の勤務地に行き続けている

という仮定をおき，個人の行動変化を追った分析を第 5

章（2）にて行う． 

 
図-1 コロナ期間中における通勤行動の変化 

 

 

図-2 コロナ期間中における利用頻度変化の内訳 
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5. 勤務地別分析 

 

（1） コロナの影響による個人の行動変化の実態 

（東京23区別） 

図-3に東京 23区を勤務地とする鉄道利用者の区別勤

務地分布を示す．42%の利用者が都心 3区（港区・千代

田区・中央区）を勤務地としており，本分析対象では都

心 3区を勤務地とする者が非常に多く，大きな影響を受

けていることが見て取れる．次いで副都心 4区（渋谷

区・新宿区・豊島区・文京区），城南地区（品川区，大

田区，目黒区）と確認できる．これは，本分析対象が東

京・神奈川を居住地とする利用者であるため，通勤時間

等を考慮してこのエリアを勤務地とする者が多いためと

考えられる．  

 次に，図-4に「延べ利用回数（人・回／月）」，図-5

に「利用者数（人／月）」，図-6に「利用頻度（回／

週）」の変化の勤務地別分布を示す．それぞれ 2019年

10月の値を基準とした 2020年 10月時点の増減比を表

す．「延べ利用回数（人・回／月）」では中央区・千代

田区が最も減少率が大きく，「利用者数（人／月）」の

減少度合いは「延べ利用回数（人・回／月）」とは異な

る傾向を示していることが読み取れる．さらに「利用者

数（人／月）」および「利用頻度（回／週）」が共に減

少している中央区や，「利用者数（人／月）」は比較的

減少が少ないが，「利用頻度（回／週）」は減少してい

る江東区等，区別に変化の違いが出ていることが読み取

れる．また，城北地区では，「延べ利用回数（人・回／

月）」，「利用者数（人／月）」，「利用頻度（回／

週）」それぞれにおいて他地区と比較して，減少比が少

ないという結果が得られた．すなわち，通勤行動が比較

的変わっていない地区であると読み取れる．このように

地区レベルおよび区レベルにおいて，テレワークの広が

りに伴う通勤行動に差異が出ていることを，自動改札デ

ータより明らかにした． 

 

（2） コロナの影響による個人の行動変化の実態 

（詳細エリア別） 

テレワークによる通勤行動の変化は，勤務地別の産業

構成や企業規模等により差異が生じていると考えられる．

そのため本分析は，さらにエリアを絞って分析を行うも

のである．なお，定期券解約の影響を排除して，通勤行

動の変化をより正確に把握するために，分析初月の勤務

地に行き続けているという仮定をおく．対象 10 エリア

のコロナ期間前（2018年 10月～2019年 10月）の利用頻

度の変化を表-1 に，コロナ期間中（2019 年 10 月～2020

年 10月）の同変化を表-2 に示す．表-1, 2より，定期券

利用者のうち，約 70%が週 4回以上の頻度で利用をして

おり，利用頻度が少なくなるにつれ，その構成比も小さ

 

図-3 勤務地別利用者数の割合 

 

 

図-4 延べ利用回数の変化の勤務地別分布 

（r1 : 2020年 10月値／2019年 10月値） 

 

 
図-5 利用者数の変化の勤務地別分布 

（r2 : 2020年 10月値／2019年 10月値） 
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くなっていることが見て取れる．そして，翌年同月にお

いては，表-1では週 4回以上利用している者は 44.2%で

あり，表-2では 24.2%と，コロナ期間前の割合と比較し

てもコロナ期間中では高頻度利用者の割合が減少してい

ることが見て取れる．ただし，ここでは転入者は考慮さ

れていないため，実際の構成比とは異なる． 

表-3に，コロナ期間中の利用頻度変化から，コロナ期

間前の同変化を減じた結果を示す．これはコロナの影響

により生じた影響を表すものであり，コロナ期間前の利

用頻度変化は，これまでも定常的に起こっている変化と

捉えたものである．表-3では元々週 4回以上利用してい

た者のうち，翌年同月でも週 4回以上利用している者が

-24.8ポイントとなり，週2～3回，週1～2回，週0～1回

（0 回除く），0 回のそれぞれの階級でプラスに転じて

いることが見て取れる．これは，コロナ期間中において

は，週 4回以上の利用者，すなわち，ほぼ毎日利用して

いた者においては，利用頻度を減少させる者がコロナ期

間前よりも多くなったことを示している．また，翌年同

月で 0回の者は鉄道利用を完全にやめた者を示すが，コ

ロナの影響のみにより，利用を完全にやめた者が 5.7 ポ

イントいることが見て取れる．その内訳は，在宅にてテ

レワークをする者，鉄道を利用せず最寄りの店舗等にて

モバイルワークをする者，転出者等が考えられる．以下，

この者達を「在宅テレワーカー」と定義する． 

図-7にコロナの影響により利用頻度を変更した者の数

を示す．本分析対象では，週 4回以上の利用頻度で鉄道

を利用している者は約 70%，15万人である．この 15万

人の行動変化は，コロナが無くても定常的に頻度を変え

る者，コロナの影響により頻度を変えた者，そしてコロ

ナの影響でも頻度を変えない者に分けることができる．

コロナの影響でも頻度を変えない者は，医療従事者やイ

ンフラ従事者等のいわゆるエッセンシャルワーカー等で

あると考えられ，今後もテレワークを行うことが難しい

と考えられる．その一方で，コロナの影響により頻度を

変えた者は，今後もテレワークを行う可能性が高い利用

者層であると予想できる．すなわち，本分析対象におい

ては，ほぼ毎日定期を利用している約15万人のうち約4

万人が，コロナの影響により頻度を変えており，この者

達はテレワークを行い続ける可能性が高いと考えられる．

さらに，その内訳においては，週4回以上および週3～4

回の者が減り，週 1～3 回の者を在宅勤務と出社を併用

する者とみなすと約 2万人，0回，週 0～1回の者を，鉄

道利用をやめ在宅勤務を主とする者とみなすと約 2万人

発生したことが読み取れる．  

詳細エリア別の利用頻度変化を表-4に示す．表-4では

表-1, 2のうち，もともと週 4回以上の頻度で利用してい

た者が，翌年同月でどの利用頻度階級に移ったかを，コ

ロナ期間中の増減比からコロナ期間前の同比を差し引い

 

図-6 利用頻度の変化の勤務地別分布 

（r3 : 2020年 10月値／2019年 10月値） 

 

表-1 コロナ期間前の利用頻度変化 

 

 

表-2 コロナ期間中の利用頻度変化 

 

 

表-3 コロナによる影響の利用頻度変化 

 

 

 

4～ 3～4 2～3 1～2
0～1

(0除く)
0 小計

100 44.2 12.9 6.5 3.1 4.6 28.6 100

週4回～ 73.4 54.9 11.7 3.7 1.7 3.1 24.9 100

週3～4回 12.8 18.6 24.2 15.8 4.6 5.1 31.7 100

週2～3回 5.8 11.5 13.7 19.5 9.0 8.1 38.2 100

週1～2回 4.0 11.3 7.1 11.1 11.4 12.1 47.0 100

週0～1回 3.9 8.7 4.2 4.8 6.4 19.9 56.0 100

全体

内

訳

　　　　　翌年同月の利用頻度　　（単位：％）

全

体

内訳

2
0
1
8
年
1
0
月
時
点
の

利
用
頻
度

4～ 3～4 2～3 1～2
0～1

(0除く)
0 小計

100 24.2 10.3 10.2 7.7 13.3 34.3 100

週4回～ 68.4 30.1 9.8 9.8 7.5 12.5 30.2 100

週3～4回 15.8 14.7 15.6 12.0 7.7 13.5 36.4 100

週2～3回 7.2 9.0 10.0 13.7 8.9 14.9 43.4 100

週1～2回 4.4 8.6 5.9 8.4 9.3 17.2 50.6 100

週0～1回 4.2 6.7 3.9 4.7 6.2 18.3 60.1 1002
0
1
9
年
1
0
月
時
点
の

利
用
頻
度

　　　　　翌年同月の利用頻度　　（単位：％）

全

体

内訳

全体

内

訳

4～ 3～4 2～3 1～2
0～1

(0除く)
0 小計

0.0 -19.9 -2.6 3.6 4.6 8.7 5.7 0.0

週4回～ -5.0 -24.8 -1.9 6.1 5.8 9.5 5.3 0.0

週3～4回 3.0 -4.0 -8.5 -3.8 3.1 8.4 4.8 0.0

週2～3回 1.4 -2.5 -3.7 -5.8 -0.1 6.8 5.2 0.0

週1～2回 0.3 -2.8 -1.2 -2.7 -2.1 5.2 3.6 0.0

週0～1回 0.3 -2.0 -0.3 -0.1 -0.3 -1.6 4.2 0.0

　　　　翌年同月の利用頻度　（単位：ポイント）

全

体

内訳

基
準
と
す
る
月
の

利
用
頻
度

全体

内

訳
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て，コロナによるテレワークの広がりの影響を示したも

のである．ここでいうコロナ期間中は 2019 年 10 月～

2020年10月を，コロナ期間前は2018年10月～2019年10

月をそれぞれ示す．表-4より，翌年同月でも変わらずに

週 4回以上の利用頻度を続けている者は，最も変化が激

しい豊洲エリアで-36.1ポイント，最も少ない上野エリア

で-12.5ポイントと差異がある．その一方で，週 1回以上

4 回未満の階級では大きな差異は見受けられない．さら

に，完全に利用をやめた者は，六本木エリアと豊洲エリ

アで他のエリアと比べて 5ポイント程度高い結果となっ

た．これにより，両エリアでは一度も出社することなく

業務を続けられる者が多いことが推察できる． 

さらに，図-8にコロナ期間中の利用頻度の変化率を，

図-9 にコロナ期間前の変化率をそれぞれ示す．なお，

「在宅テレワーク・転出」は利用回数が 0（回／月）の

者を示し，「行動を変えていない」は利用頻度（回／週）

が±1以下で変動している者を示す．条件の適用順序は1) 

「在宅テレワーク・転出」，2) 「行動を変えていない」，

3) 「頻度増減」，4) 「その他」の順である．図-8より，

コロナ期間中ではエリア別に差異が発生しており「行動

を変えていない」は上野エリアが 40%，豊洲エリアが

24%と，最大 16 ポイントの差異があることが見て取れ

る．しかしながら，図-9より，エリア別での差異は，コ

ロナ期間中よりはわずかであるが，コロナ期間前でも発

生していることが見て取れる．したがって，この影響を

排除してコロナの影響により生じた差異を明らかにする

ために，エリア別にコロナ期間中の変化結果からコロナ

期間前の変化結果を減じた結果を図-10 に示す．全ての

エリアにおいて，行動を変えていない者が 10～30 ポイ

ント減少し，他の階級が増えたことを示している．さら

に，コロナの影響により行動を変えた割合が最も大きい

エリアは豊洲，六本木エリアであり，最も小さかったの

は新宿，上野エリアであることが見て取れる．この差異

は勤務地別の産業構成，企業規模，居住地からの距離等

による複合要因であると考えられる． 

次に，図-11 に各エリアの変化量を示す．渋谷・原宿，

東京・丸の内エリアにおいて変化量が多く，行動を変え

ている人の総数が多いエリアであることが見て取れる．

したがって，図-10, 11より，東急線を居住地とする者は，

その立地から渋谷・原宿エリアと，オフィスが多く並ぶ

東京・丸の内エリアを勤務地とする利用者が多いことか

ら，これらのエリアの変化に目が向きやすい．しかしな

がら，個人の行動の変化に着目すると，変化率を求める

ことができ，各エリアを勤務地とする鉄道利用者の正確

な通勤行動の変化を把握することができる．これにより，

渋谷・原宿エリアや東京・丸の内エリアだけでなく，六

本木エリア等もテレワークの広がりを見るうえで重要で

あることが読み取れ，また，行動変化を起こしているエ

 

図-7 コロナの影響により頻度を変えた者 

 

表-4 利用頻度のエリア別の変化 

 
 

 

図-8 コロナ期間中の利用頻度変化率 
 

 

図-9 コロナ期間前の利用頻度変化率 

定常的に
頻度を変える者

コロナの影響でも
頻度を変えない者

約15万人

週4回～

週3～4回

週2～3回

週1～2回

週0～1回

週２～３回

週１～２回

週０～１回

０回

週４回～

（千人）

週３～４回

コロナの影響により
頻度を変えた者

週４回以上
週３回以上

４回未満

週２回以上

３回未満

週１回以上

２回未満

週１回未満

(０回除く)
０回

東京・丸の内エリア -31.7 1.1 9.5 7.3 9.8 4.0 

永田町・赤坂エリア -28.9 -2.3 6.6 7.0 12.4 5.3 

霞が関エリア -23.8 1.3 7.2 5.7 6.9 2.7 

六本木エリア -30.0 -3.1 5.9 5.5 10.7 10.9 

渋谷・原宿エリア -18.7 -3.7 3.6 4.8 8.5 5.4 

新宿エリア -19.4 -1.5 5.4 4.7 7.2 3.6 

上野エリア -12.5 -1.5 3.9 3.5 4.5 2.1 

品川エリア -28.6 -2.2 6.8 7.2 11.6 5.3 

目黒・五反田エリア -22.6 -2.7 5.7 5.1 9.2 5.3 

豊洲エリア -36.1 -3.1 7.4 7.9 14.8 9.1 

　　対前年利用頻度比(コロナ中）ー同比(コロナ前)　　　（単位：ポイント）　

（％）

（％）
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リアだけでなく，起こしていないエリアについても実態

を把握することができ，都市鉄道戦略策定において役立

つと考えられる． 

  

 

6. おわりに 

 

（1） 結論 

本研究は，テレワーク進展社会における都市鉄道戦略

策定に向けて，自動改札データを用い，通勤行動の変化

を定量的に明らかにしたものである．個人の行動に着目

して行動変化を確認することにより，従来から知られて

いる輸送旅客数の増減だけではなく，鉄道利用者がどの

ように増減をしたのか，および利用頻度の増減を確認で

きるという特徴がある． 

分析の結果，延べ利用回数だけではなく，利用者数，

利用頻度の変化に着目をすることにより，その両者の変

化に差異が生じていること，その変化が勤務地別でも起

きていることを明らかにした．そして，分析対象エリア

内で，ほぼ毎日定期券を利用している約15万人のうち約

4万人が，コロナの影響により利用頻度を変えているこ

とを明らかにした．そして，その内訳は週4回以上およ

び週3～4回の頻度の鉄道利用者が減少し，ほぼ在宅勤務

をしている者が約2万人，在宅勤務と出社を併用してい

る者が約2万人増加したことを明らかにした．さらに，

勤務地別においては，渋谷・原宿，東京・丸の内エリア

では行動を変える者が多いこと，豊洲，六本木エリアで

はその変化率が大きいことをそれぞれ定量的に明らかに

した．これらの分析結果により，本研究の成果は，変化

者数だけの推移では渋谷・原宿エリアに着目されがちで

あるが，東京・丸の内，六本木エリアが人数，割合共に

テレワークの広がりが進んでいるエリアであることを明

らかにしたことである．今後は，さらに居住地別の変化

および鉄道利用時間の変化を見ることが，都市鉄道戦略

策定において重要であると考える． 

 

（2） 今後の課題 

テレワーク進展社会における都市鉄道戦略策定のため

の通勤行動の実態把握に向けて，勤務地に関する把握だ

けではなく居住地に関しても，個人の行動に着目して，

「延べ利用回数（人・回／月）」の変化だけではなく，

「利用者数（人／月）」と「利用頻度（回／週）」の変

化を把握する必要がある．ただし，テレワーク実施の意

向は，従前より個人においては高い値を示している．そ

のため，勤務先の方針によって左右されることが多くな

り，勤務地別よりは居住地別の方が，比較的地域差は少

ないと考えられる．しかしながら，この居住地と勤務地

の双方の組み合わせを把握することにより，通勤行動の

変化がより明確となり，現状の交通特性把握，通勤行動

を取っている沿線住民の精確な人数が分かり，将来の都

市鉄道戦略策定に寄与すると考えられる． 

さらに，利用者数，利用頻度のそれぞれの変化だけで

はなく，テレワークの広がりは利用時間についても選択

の幅を広げていると考えられる．朝の混雑時間帯を避け

て出社が可能になるだけでなく，対面での会議がある午

後から出社をし，それまでの時間は在宅で仕事を行うこ

とが可能となる．そのため，鉄道利用時間においても，

どの時間帯を利用している者が変化を起こしており，そ

の変化の量はどの程度なのかを通勤行動データから抑え

ることが今後重要となる． 
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図-10 コロナによる利用頻度変化率（エリア別） 

 

 

 

図-11 コロナによる利用頻度変化量（エリア別） 
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A STUDY ON CHANGES IN THE NUMBER AND FREQUENCY OF 

COMMUTING PASSENGERS FOR DEVELOPING URBAN RAILWAY 

STRATEGY IN A TELEWORKING SOCIETY 

 

Tomohiro AKUTSU, Naohiko HIBINO and Shigeru MORICHI 

 
With the promotion of Work Style Reforms and spread of COVID-19, telework has progressed rapidly 

and commuting behavior has changed significantly. However, amid such social change, nothing has been 

identified from commuting behavior data. This study attempts to quantitatively illustrate the current situa-

tion of teleworking by focusing on changes in the number and frequency of commuting passengers instead 

of the conventional total number of passengers, using electric toll gate and commuter pass data. As a result, 

it is shown that the adoption of telework differs depending on the place of employment, in addition to at 

the ward level and the more detailed area level. Furthermore, it is quantitatively identified that of about 

150,000 passengers who use commuter passes in the analyzed areas almost every day, about 40,000 pas-

sengers changed commuting frequency due to the influence of COVID-19. 
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